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2024年９月 11日 

各  位 

 会  社  名  Ｗ Ａ Ｓ Ｈ ハ ウ ス 株 式 会 社 

 代表者名 代表取締役社長  児 玉  康 孝 

 （コード番号：6537 東証グロース・福証 Q-Board） 

 問合せ先 執行役員管理本部経理部長 永 澤 秋 二 

 電話番号 （ 0 9 8 5 ）－ 2 4 － 0 0 0 0 

 

 

株式会社ヨシカワとの業務提携に関するお知らせ 

 当社は、2024 年９月 11日付取締役会決議により、株式会社ヨシカワ（本社：宮崎県宮崎市

大字芳士 898-２、代表者：吉川健、以下「ヨシカワ社」といいます。）との間で、業務提携を

行うことを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．本業務提携の目的及び理由 

 当社は、2024 年７月 19日「新たな事業に関するお知らせ」にて公表のとおり、新たに「コ

ンテナ事業（以下、「本事業」といいます。）」として、丈夫で移設可能なコンテナハウスと当

社セルフランドリーが一体となったコンテナ型セルフランドリー店舗の展開を行います。コン

テナ型セルフランドリー店舗は、現行の木造建築セルフランドリー店舗と比較して、①出店に

係る時間を短縮できる、②移設可能なため出店リスクを軽減できる、③移設可能なため、定期

借地権の残存年数に大きく影響されずに出店できるといった特徴を有しており、本事業は、当

社グループの安定した経営基盤と財務体質の維持に寄与するものと考えております。 

 ヨシカワ社は 2013年 12月に電気工事会社として設立され、再生可能エネルギーを中心とし

た売電事業及び省電力コンサルティング事業並びに、コンテナハウスの企画・設計・施工・販

売などを手掛けております。コンテナハウスに関する事業では、高い企画力を持ち、多数の施

工実績をあげています。 

 当社は上場時から、当社のセルフランドリーを建物と一体化させて、セルフランドリー店舗

を移動可能とできるように「建物のユニット化」を目指してまいりました。この度の業務提携

契約は、両社が持つ商品やサービスに関するノウハウや技術を相互に利用することで、両社の

顧客に対してより高い付加価値、新たな価値観を提供できるとともに、当社がこれまで目指し

てきた「建物のユニット化」を実現させることで、事業のさらなる発展が期待されることか

ら、両社間で合意に至ったものであります。 

 

２．本業務提携の内容等 

 当社とヨシカワは、以下の内容について業務提携し、本事業を推進してまいります。 

（１）コンテナ型セルフランドリーの開発、製造 

（２）コンテナ型ハウスの製造、販売 

（３）コンテナ型ホテルの製造、販売、運営 

（４）その他、上記に附帯する業務 
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３．本業務提携先の概要 

（１） 名 称 株式会社ヨシカワ 

（２） 所 在 地 宮崎県宮崎市大字芳士 898-２ 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 吉川 健 

（４） 事 業 内 容 

太陽光発電システム、風力発電システム、蓄電シス

テムの販売、施工、メンテナンス業務及びコンサル

タント業、コンテナハウスの製造、販売 

（５） 資 本 金 10,000千円 

（６） 設 立 年 月 日 2013年 12月 3日 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 吉川 健 100% 

（８） 上場会社と当該会社の関係 

資本関係 

当社と当該会社との間には、記載

すべき資本関係はありません。ま

た、当社の関係者及び関係会社と

当該会社の関係者及び関係会社と

の間には、特筆すべき資本関係は

ありません。 

人的関係 

当社と当該会社との間には、記載

すべき人的関係はありません。ま

た、当社の関係者及び関係会社と

当該会社の関係者及び関係会社と

の間には、特筆すべき人的関係は

ありません。 

取引関係 
コンテナハウスの取引に関する契

約があります。 

関連当事者へ

の該当状況 

当該会社は、当社の関連当事者に

は該当しません。また、当該会社の

関係者及び関係会社は、当社の関

連当事者には該当しません。 

（９） 
最近３年間の財政状態及び

経 営 成 績 

相手先の意向により、非開示とさせていただきま

す。 

 

４．日程  

（１） 取締役会決議日 2024年９月 11日 

（２） 業務提携契約締結日及び開始日 2024年９月 11日 

（３） 本事業の事業開始日（予定） 2024年 10月下旬 

 

５．今後の見通し  

 本件による 2024 年 12月期の業績への影響については軽微であると考えております。なお、

今後開示が必要な状況になった場合は、速やかに公表いたします。 

 

以上 


